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郵便約款の変更の認可について 

 

（諮問第１０９５号） 

 

 

 





 

別紙 

審査結果 
郵便法（昭和２２年法律第１６５号。以下「法」という。）の規定に適合し

たものと認められることから、これを認可することが適当である。 

審査基準 
審査

結果 
理由 

次に掲げる事項が適正かつ明確に定

められていること 

（法第６８条第２項第１号） 

  

 この法律又はこの法律に基づく総

務省令の規定により郵便約款で定

めることとされている事項 

－ 従前と同様の取扱いであり変更

はない。 

 郵便物の引受け、配達、転送及び

還付並びに送達日数に関する事項 

－ 従前と同様の取扱いであり変更

はない。 

 郵便に関する料金の収受に関する

事項 

－ 従前と同様の取扱いであり変更

はない。 

 その他会社の責任に関する事項 適 変更申請の内容には、定形小包包

装物の払戻しに関する事項が定

められており適切であると認め

られる。 

特定の者に対し不当な差別的取扱い

をするものでないこと 

（法第６８条第２項第２号） 

適 変更申請の内容には、特定の者に

対し不当な差別的取扱いをする

規定は存在しないことから、適当

であると認められる。 
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第１ 郵便約款の認可について 

１ 郵便約款とは 

  郵便約款とは、郵便の役務に関する具体的な提供条件（料金を

除く。）を定めたもので、郵便法（昭和２２年法律第１６５号。以

下「法」という。）第６８条第１項により、日本郵便株式会社が、

郵便約款を定めることになっている。 
※約款とは、大量の契約を画一的･定型的に締結し、処理することを目的と

して企業があらかじめ定めておく契約条項のことをいう。 

 

２ 総務大臣の認可 

  郵便約款の内容は、利用者の利便・利益に直接関わること等か

ら、法第６８条第１項により、総務大臣の認可を受けることとな

っている。変更する場合も同様。 

  ※ 料金については、法第６７条第１項により、原則総務大臣

への届出制とし、第三種郵便物・第四種郵便物の料金につい

ては、同条第３項により、認可制となっている。 

  ※ 書類の様式等利用者の権利・義務に重要な関係を有しない

提供条件や試験的に提供するものといった軽微な事項につい

ては、法第６８条第１項により、認可を要さない。 

 

３ 審議会への諮問 

法第７３条第１号に基づき、総務大臣は認可を行うにあたり、

情報通信行政・郵政行政審議会に諮問することとなっており、今

回諮問を行っているもの。 

 

 

日本郵便(株)で払戻し開始（２６.４.１予定） 

日本郵便（株）から認可申請書提出(２６.１.２９) 

情報通信行政・郵政行政審議会へ諮問(２６.２.２５) 

総務大臣認可 

 
 

 
 

情報通信行政・郵政行政審議会からの答申 
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第２ 日本郵便株式会社からの申請 

１ 概要 

日本郵便株式会社は、平成２６年３月３１日をもって「エクス

パック」の引受けを終了することに伴い、未使用の日本郵政公社

が発行したエクスパック専用封筒（定形小包包装物）の払戻しを

平成２６年４月１日から平成２７年３月３１日まで行うもの。 

 
【エクスパックの概要】 

 平成１５年１０月から開始した荷物サービス。額面５００円でＡ４版

が余裕を持って入るサイズの厚紙専用封筒を予め購入することにより、

そのまま差出ポストへの投函や郵便局への差出しが可能（ただし信書の

送達は不可）。 

 平成２２年４月から、エクスパックと同様の手軽さ（料額印面付き封

筒）で信書の送達も可能なレターパックを新たに創設したことに伴い、

商品性が重複するエクスパックについては平成２２年３月末をもって

専用封筒の販売を終了。なお、市中に流通しているエクスパック専用封

筒の引受けは、本年３月３１日をもって終了する予定。 

※ 日本郵政公社が発行したエクスパック専用封筒の料額印面は、郵政民営

化時の経過措置で、郵便切手その他郵便に関する料金を表す証票とみなさ

れており、内国郵便約款で郵便切手等に交換することができる。 

※ 郵政民営化後、郵便事業株式会社が発行したエクスパック専用封筒は、

資金決済に関する法律（平成２１年法律第５９号）により「前払式支払手

段」と位置づけられている。日本郵便株式会社は、同法に基づく払戻手続

を平成２６年４月１日から平成２７年３月３１日まで行う。 

 

２ 変更する理由 

平成２６年３月３１日に予定しているエクスパックの引受終了

に伴い、定形小包包装物はサービス利用のために使用することが

できなくなることから、これにより所有者が被る不利益を回復す

ることを目的として、取扱いの廃止後、１年間に限り払戻しに応

じることとするため。 

 

３ 実施予定期日 

  平成２６年４月１日（火） 
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【参考】 

○エクスパック専用封筒の種別 
 郵便事業（株）が発行したエ

クスパック専用封筒 
日本郵政公社が発行したエク

スパック専用封筒 
販売期間 平成１９年１０月１日～平成

２２年３月３１日 
平成１５年４月２１日～平成

１９年９月３０日 
位置づけ 前払式支払手段（いわゆる商

品券やプリペイドカードと同

種） 
・前払式支払手段の発行者は、

発行保証金の供託が必要。 
・サービス終了時には、前払式

支払手段の保有者に対して

６０日以上の払戻申出期間

を設けて払戻手続を実施。 

郵便切手その他郵便に関する

料金を表す証票 
・法律によって、それ自体が

価値物としての効力を与え

られている。 

根拠法令 資金決済に関する法律（平成

２１年法律第５９号） 
郵便法附則（平成１７年法律

第１０２号）第６０条第４項

及び同法附則（平成２４年法

律第３０号）第１１条第１項 

○ エクスパック専用封筒の取扱い

 

  

郵便事業㈱が発行した 

エクスパック専用封筒 

日本郵政公社が発行した 

エクスパック専用封筒 

払戻し不可 

26.3.31 

26.4. 1 

27.3.31 

27.4. 1 

サ
ー
ビ
ス
提
供 

払戻し不可 

払
戻
し 

（
１
年
間
） 

郵
便
切
手
等
へ
の
交
換 

（
内
国
郵
便
約
款
附
則
第
６
条
） 

払
戻
し 

（
今
回
の
約
款
変
更
の 

申
請
内
容
） 

資金決済に関する法律（前払式支

払手段に関する内閣府令）では、

６０日以上の払戻申出期間を設

けることになっている。 
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第３ 審査結果 

法の規定に適合したものと認められることから、認可することが

適当である。 

審査基準 
審査

結果 
理由 

次に掲げる事項が適正かつ明

確に定められていること 

（法第６８条第２項第１号） 

  

 この法律又はこの法律に基

づく総務省令の規定により

郵便約款で定めることとさ

れている事項 

－ 従前と同様の取扱いであ

り変更はない。 

 郵便物の引受け、配達、転送

及び還付並びに送達日数に

関する事項 

－ 従前と同様の取扱いであ

り変更はない。 

 郵便に関する料金の収受に

関する事項 

－ 従前と同様の取扱いであ

り変更はない。 

 その他会社の責任に関する

事項 

適 変更申請の内容のうち、定

形小包包装物の払戻しに

関する事項が定められて

おり適切であると認めら

れる。 

特定の者に対し不当な差別的

取扱いをするものでないこと 

（法第６８条第２項第２号） 

適 変更申請の内容には、特定

の者に対し不当な差別的

取扱いをする規定は存在

しないことから、適当であ

ると認められる。 

 



 
 
 
 
 
 
 
 
 

参考資料 
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１ 日本郵政公社が発行したエクスパックの封筒 

 
 

  



６ 

 

２ 郵便事業株式会社が発行したエクスパックの封筒 
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３ 事業体と規制法の変遷 

 

  

郵便法 
・第一種郵便物 

・第二種郵便物 

・第三種郵便物 

・第四種郵便物 

・小包郵便物 

  ゆうパック 

  冊子小包 

  エクスパック 

・郵便切手 

等 

日
本
郵
政
公
社 

郵
便
事
業
（
株
） 

日
本
郵
便
（
株
） 

19.10.1 

郵便法 

・第一種郵便物 

・第二種郵便物 

・第三種郵便物 

・第四種郵便物 

・郵便切手 

等 

自動車貨物法制 
貨物自動車運送事業法 

貨物利用運送事業法 

 

（日本郵便の荷物サービス） 

ゆうパック 

ゆうメール 

エクスパック 

等 

24.10.1 
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４ エクスパック取扱終了の報道発表資料（日本郵便（株）） 

 

  



９ 
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５ 参照条文 
 

○郵便法（昭和２２年法律第１６５号） 

第二十九条（切手類の発行及び販売） 郵便切手その他郵便に関する料金を表

す証票は、会社がこれを発行し、及び販売する。 

 

（料金） 

第六十七条 会社は、総務省令で定めるところにより、郵便に関する料金（第

三項の規定により認可を受けるべきものを除く。）を定め、あらかじめ、総務

大臣に届け出なければならない。これを変更しようとするときも、同様とす

る。 

２ 前項の料金は、次の各号のいずれにも適合するものでなければならない。  

一 郵便事業の能率的な経営の下における適正な原価を償い、かつ、適正な利

潤を含むものであること。  

二 第一種郵便物及び第二種郵便物の料金の額が配達地により異なる額が定

められていないこと（会社の一の事業所においてその引受け及び配達を行う

郵便物の料金を除く。）。  

三 第一種郵便物（郵便書簡を除く。第四項第二号において同じ。）のうち大

きさ及び形状が総務省令で定める基準に適合するものであつて、その重量が

二十五グラム以下のもの（次号において「定形郵便物」という。）の料金の

額が、軽量の信書の送達の役務が国民生活において果たしている役割の重要

性、国民の負担能力、物価その他の事情を勘案して総務省令で定める額を超

えないものであること。  

四 郵便書簡及び通常葉書の料金の額が定形郵便物の料金の額のうち最も低

いものより低いものであること。  

五 国際郵便に関する料金の額が郵便に関する条約の規定に適合するもので

あること。  

六 定率又は定額をもつて明確に定められていること。  

七 特定の者に対し不当な差別的取扱いをするものでないこと。  

３ 会社は、第三種郵便物及び第四種郵便物の料金を定め、総務大臣の認可を

受けなければならない。これを変更しようとするときも、同様とする。  

４ 総務大臣は、前項の認可の申請が次の各号のいずれにも適合していると認

めるときでなければ、同項の認可をしてはならない。  

一 配達地により異なる額が定められていないこと（会社の一の事業所におい

てその引受け及び配達を行う郵便物の料金を除く。）。  

二 同一重量の第一種郵便物の料金の額より低いものであること。  

三 定率又は定額をもつて明確に定められていること。  

四 特定の者に対し不当な差別的取扱いをするものでないこと。  

５ 会社は、総務省令で定めるところにより、郵便事業の収支の状況を総務大

臣に報告するとともに、公表しなければならない。 
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（郵便約款）  

第六十八条 会社は、郵便の役務に関する提供条件（料金及び総務省令で定め

る軽微な事項に係るものを除く。）について郵便約款を定め、総務大臣の認可

を受けなければならない。これを変更しようとするときも、同様とする。  

２ 総務大臣は、前項の認可の申請が次の各号のいずれにも適合していると認

めるときでなければ、同項の認可をしてはならない。  

一 次に掲げる事項が適正かつ明確に定められていること。 

イ この法律又はこの法律に基づく総務省令の規定により郵便約款で定め

ることとされている事項 

ロ 郵便物の引受け、配達、転送及び還付並びに送達日数に関する事項 

ハ 郵便に関する料金の収受に関する事項 

ニ その他会社の責任に関する事項 

二 特定の者に対し不当な差別的取扱いをするものでないこと。 

 

（料金等の変更命令）  

第七十一条 総務大臣は、この法律を施行するため必要があると認めるときは、

会社に対し、郵便に関する料金、郵便約款又は郵便業務管理規程を変更すべ

きことを命ずることができる。 

 

（審議会等への諮問）  

第七十三条 総務大臣は、次に掲げる場合には、審議会等（国家行政組織法 （昭

和二十三年法律第百二十号）第八条 に規定する機関をいう。）で政令で定め

るものに諮問しなければならない。  

一 第六十七条第三項、第六十八条第一項又は第七十条第一項の規定による認

可をしようとするとき。  

二・三  （略） 

 

附 則（平成１７年法律第１０２号） 

（郵便法の一部改正に伴う経過措置）  

第六十条 （略） 

２・３ （略） 

４ 旧郵便法第三十三条の規定により旧公社が発行した郵便切手その他郵便に

関する料金を表す証票は、新郵便法第二十九条の規定により郵便事業株式会

社が発行した郵便切手その他郵便に関する料金を表す証票とみなす。 

５～１３ （略） 

 

附 則（平成２４年法律第３０号） 

第十一条 附則第九条の規定による改正前の郵便法（次項において「旧法」と

いう。）第二十九条の規定により郵便事業株式会社が発行した郵便切手その他

郵便に関する料金を表す証票は、新法第二十九条の規定により日本郵便株式

会社が発行した郵便切手その他郵便に関する料金を表す証票とみなす。  

２ （略） 
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○資金決済に関する法律（平成２１年法律第５９号） 

（定義）  

第三条 この章において「前払式支払手段」とは、次に掲げるものをいう。 

一 証票、電子機器その他の物（以下この章において「証票等」という。）に

記載され、又は電磁的方法（電子的方法、磁気的方法その他の人の知覚によ

って認識することができない方法をいう。以下この項において同じ。）によ

り記録される金額（金額を度その他の単位により換算して表示していると認

められる場合の当該単位数を含む。以下この号及び第三項において同じ。）

に応ずる対価を得て発行される証票等又は番号、記号その他の符号（電磁的

方法により証票等に記録される金額に応ずる対価を得て当該金額の記録の

加算が行われるものを含む。）であって、その発行する者又は当該発行する

者が指定する者（次号において「発行者等」という。）から物品を購入し、

若しくは借り受け、又は役務の提供を受ける場合に、これらの代価の弁済の

ために提示、交付、通知その他の方法により使用することができるもの  

二 証票等に記載され、又は電磁的方法により記録される物品又は役務の数量

に応ずる対価を得て発行される証票等又は番号、記号その他の符号（電磁的

方法により証票等に記録される物品又は役務の数量に応ずる対価を得て当

該数量の記録の加算が行われるものを含む。）であって、発行者等に対して、

提示、交付、通知その他の方法により、当該物品の給付又は当該役務の提供

を請求することができるもの 

 

（保有者に対する前払式支払手段の払戻し）  

第二十条 前払式支払手段発行者は、次の各号のいずれかに該当するときは、

前払式支払手段の保有者に、当該前払式支払手段の残高として内閣府令で定

める額を払い戻さなければならない。 

一 前払式支払手段の発行の業務の全部又は一部を廃止した場合（相続又は事

業譲渡、合併若しくは会社分割その他の事由により当該業務の承継が行われ

た場合を除く。）  

二 当該前払式支払手段発行者が第三者型発行者である場合において、第二十

七条第一項又は第二項の規定により第七条の登録を取り消されたとき。  

三 その他内閣府令で定める場合  

２ 前払式支払手段発行者は、前項各号に掲げる場合を除き、その発行する前

払式支払手段について、保有者に払戻しをしてはならない。ただし、払戻金

額が少額である場合その他の前払式支払手段の発行の業務の健全な運営に支

障が生ずるおそれがない場合として内閣府令で定める場合は、この限りでな

い。 

 

○前払式支払手段に関する内閣府令（平成２２年内閣府令第３号） 

（保有者に対する前払式支払手段の払戻し）  

第四十一条 （略）。  

２ 前払式支払手段発行者は、法第二十条第一項の規定により払戻しを行おう
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とするときは、当該払戻しに係る前払式支払手段の保有者に対し、第一号か

ら第五号までに掲げる事項を時事に関する事項を掲載する日刊新聞紙により

公告するとともに、次の各号に掲げる事項をすべての営業所又は事務所及び

加盟店の公衆の目につきやすい場所に掲示するための措置を講じなければな

らない。 

一 当該払戻しをする旨 

二 当該払戻しを行う前払式支払手段発行者の氏名、商号又は名称  

三 当該払戻しに係る前払式支払手段の種類 

四 当該払戻しに係る前払式支払手段の保有者は、六十日を下らない一定の期

間内に申出をすべきこと。 

五 前号の申出をしない前払式支払手段の保有者は、当該払戻しの手続から除

斥されるべきこと。 

六 当該払戻しに関する問い合わせに応ずる営業所又は事務所の連絡先  

七 第四号の申出の方法 

八 当該払戻しの方法  

九 その他当該払戻しの手続に関し参考となるべき事項  

３～６（略） 

 

○事務ガイドライン 第三分冊 金融会社関係（金融庁） 

５ 前払式支払手段発行者関係 

 Ⅰ－１－１ 前払式支払手段に該当しない証票等又は番号、記号その他の符

号 

（１）次に掲げる証票等又は番号、記号その他の符号については、法第３条第

１項に規定する前払式支払手段に該当しない。 

①「日銀券」、「収入印紙」、「郵便切手」、「証紙」等法律によってそれ自体

が価値物としての効力を与えられているもの 
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